
下関市工業用水道引込管設置補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、下関市（以下「市」という。）が保有する工業用水保有

水を解消し、もって下関市工業用水道事業の経営の安定化を図ることを目的

に行う工業用水引込管設置補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「引込管」とは、市が設置した配水管に接続する部

分から水道メータに至るまでの給水管及びその付属設備（水道メータを含む。

）をいう。 

２ この要綱において「使用者」とは、新たに工業用水道を使用しようとする

者又は現に工業用水道を使用している者をいう。 

３ この要綱において「費用」とは、引込管を設置するために必要な工事費で、

下関市工業用水道事業給水条例（平成１７年条例第３１０号。以下「条例」

という。）第９条の規定に基づき市が算出した額（条例第８条第１項ただし

書の規定により下関市上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）が指

定する者が引込管の工事を施行した場合で、当該工事費と市の算出した額に

相違があるときは、工事の施行内容を精査し、相違の内容が妥当であると認

められるものについては、当該工事費の額）をいう。 

（補助金の交付対象等） 

第３条 市は、使用者が給水の申込み又は基本使用水量の増量（以下「給水申

込み等」という。）をするための引込管設置工事を行った場合に、当該引込

管の費用の範囲内で補助金を交付することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、使用者の事情により給水の廃止又は基本使用水

量の減量（以下「給水廃止等」という。）が行われ、当該使用者と同一法人

又はこれに類すると認められる者が給水申込み等をするための引込管設置工

事を行った場合は、補助金の交付対象としない。ただし、当該給水申込み等

に係る基本使用水量が、給水廃止等をする前の基本使用水量を超過する場合

は、この限りでない。 

第４条 前条の規定により市が交付する補助金の額は、給水申込み等に係る基



本使用水量の３年分の給水料金に相当する額（基本使用水量（基本使用水量

の増量をする場合は増量分の水量とし、前条第２項ただし書の場合は超過分

の水量とする。）に条例第１６条に規定する基本料金を乗じて得た額に３６

５を乗じ、３を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数金

額を切り捨てる。））とする。ただし、当該額が５０，０００千円を超える

場合には、５０，０００千円を限度とする。 

（補助金の交付申請等） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする使用者（以下「申請者」という。）

は、下関市工業用水道事業給水条例施行規程（平成１７年水道局規程第３８

号）第８条に規定する工事検査の完了後、速やかに下関市工業用水道引込管

設置補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添え、管理

者に提出しなければならない。 

（１）引込管設置工事の内容がわかる書類 

（２）引込管の費用がわかる書類 

（３）前２号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類 

２ 管理者は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助

金を交付すべきと認めたときは、予算の範囲内において速やかに交付の決定

をし、申請者に対して下関市工業用水道引込管設置補助金交付決定通知書（ 

様式第２号）により通知するものとする。 

３ 管理者は、審査の結果、補助金を交付すべきでないと認めたときは、下関

市工業用水道引込管設置補助金申請結果通知書（様式第３号）により、申請

者に通知するものとする。 

(申請の取下げ) 

第６条 前条第２項の規定による通知を受けた者が、諸事情により補助金の交

付申請を取り下げようとするときは、その旨を書面により管理者に届け出る

ことにより、当該申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定により申請が取り下げられたときは、当該申請に係る補助金の

交付の決定はなかったものとする。 

 （補助金の交付請求） 

第７条 第５条第２項の規定により補助金の交付決定を受けた使用者は、速や



かに下関市工業用水道引込管設置補助金請求書（様式第４号）を管理者へ提

出するものとする。 

２ 管理者は、前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に、当該使

用者に対し補助金を支払うこととする。 

（補助金の返還） 

第８条 補助金の交付を受けた使用者が、給水又は基本使用量の増量を開始し

た日から起算して３年以内に給水廃止等をした場合は、残余期間分に相当す

る補助金の額を市に返還しなければならない。 

（交付の取消し） 

第９条 管理者は、補助金の交付を受けた者について、偽りその他不正の手段

により補助金の交付を受けたと認めるときは、交付された補助金の全部を取

り消すことができる。 

２ 前項の規定により、補助金の交付を取り消された者は、速やかに交付され

た補助金を管理者に返還しなければならない。 

（立入検査等） 

第１０条 管理者は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要がある

ときは、補助金の申請をした者に対し、引込管設置工事に関する報告を求め、

又は職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

（帳簿等の整備） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、引込管設置工事に関する帳簿その他関

係書類を整備し、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の翌年度の初日

から起算して５年間これを保管しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項

は、管理者が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 



１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で、現に残

存するものは、なお使用することができる。 


